
令和５年 ○月 ○日 

 

新潟市長 
（申請者） 

団体等住所 
 〒○○○－○○○○ 

 新潟市中央区□□□１－２ 

団体等名称  株式会社 つながる商店 

代表者  
(役職)  

新潟 市郎 代表取締役 

連絡先  ０２５－×××－△△△△ 

 
令和５年度 新潟市つながる商店街支援事業補助金交付申請書 

 
新潟市つながる商店街支援事業補助金交付要綱第７条の規定により、下記の

とおり申請します。 
 

記 
 

１ 事業区分 ☑ 新規需要の創出 □ 集客、消費促進 □ 調査、分析 

２ 事業の名称 （例）デリバリー商店街 

３ 事業目的・内容 事業計画書記載のとおり 

４ 事業実施期間  令和５年 10 月 １日～ 令和６年 ３月 31 日 

５ 総事業費 税抜き 4,200,000 円 

６ 補助対象経費 税抜き 2,100,000 円 

７ 補助区分 補助区分 補助率 補助限度額 

□ 単独支援 １／２ 50 万円 

□ 連携支援 ２／３ 
団体等数(   )×30 万円 

＝(   )万円 上限 150 万円 

☑ 外部連携支援 １／２ 150 万円 

８ 交付申請額 1,050,000 円 

９ 情報の公表 
方法及び時期 

事業開始時に、配布するチラシに記載するとともに、ホーム

ページに記載して公表 

10 添付書類 
（１）事業計画書 

（２）収支予算書 

（３）見積書（補助対象経費のうち、事業者に発注するもの） 

（４）申請団体の定款、規約又はこれに準ずるもの及び構成員名簿 

（５）納税証明書（新潟市制度用） 

（６）暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書 

（７）その他市長が必要と認める書類 

別記様式第１号（第７条関係） 

・「５ 総事業費」欄は、補助対象外の経費も含めた事業の総額を消費税（地方消費税含む）抜きで記載して

ください。 

・「６ 補助対象経費」欄は、補助対象経費の総額を消費税（地方消費税含む）抜きで記載してください。 

・「８ 交付申請額」欄は、「６ 補助対象経費」の額に「７ 補助区分」の補助率を乗じた額（区分ごとの限

度額まで）を記載してください。なお、1,000 円未満の端数があるときは、切り捨ててください。 

・次の項目は、収支予算書の次の金額と一致するようにしてください。 

 「５ 総事業費」  ：「１ 収入」及び「２ 支出」の合計額 

 「６ 補助対象経費」：「２ 支出」のうち、補助対象経費を除く経費の合計額 

 「８ 交付申請額」 ：「１ 収入」の新潟市補助金の額 

記載例 


